
















Ｑ

公証人が関与することによって、適法かつ有効は契約が締結されるようにするため
、とありますが、公正証書というのは、どのように作成されるものなのですか？

また公証人とはどのような役割を担っている人ですか？

Ａ

公証人は、公証人法の規定により，判事，検事，法務事務官などを長く務めた法律
実務の経験豊かな者の中から法務大臣が任免します。

公正証書とは、私人の嘱託に基づき、公証人がその権限に基づいて作成する文書
のことです。

私文書より、公正証書にはその文書が作成名義人の意思に基づいて作成されたも
のであるとのより強い推定がはたらきます。



Ｑ

不正な行為、著しい不行跡、その他任意後見の任務に適しない事由があるとは、
具体的にはどのようなことですか？

Ａ

「不正な行為」とは、違法な行為又は社会的に非難される行為のことで、本人の財
産を横領したりする場合です。

「著しい不行跡」とは、品行又は操行が甚だしく悪いことで、その行状が本人の財産
の管理に危険を生じさせるなど、任意後見人としての適格性の欠如を推認させる
場合です。

「その他その任務に適しない事由」とは、任意後見人の権限濫用や財産の管理が
不適当であることで、任務懈怠や家庭裁判所へ報告しない等が挙げられます。



Ｑ

複数にすることには、どのようなメリットがありますか？

Ａ

役割分担を定めて事務負担の軽減を図ることができるとともに協議しながら事務遂
行をすることにより信頼性が高まるという期待があります。

また、一方が病気等で事務遂行が困難であってももう一方が事務を行うことが可能
となります。









Q

市町村長は、監督人選任の申立権をもっていないということですね？

A

任意後見監督人選任申立権者に市町村長は含まれていません。

Q

申立に必要な書類というのは、どのようなものがありますか？（何をみればわかり
ますか？）

A

任意後見監督人選任申立てに必要な書類は、各家庭裁判所のホームページに掲
載されています。掲載がない場合は各家庭裁判所へお問い合わせください。

Q

「補助の要件に該当する程度以上の精神上の障害により判断能力が不十分」とい
うことは、診断書の改定と本人情報シートの導入は、任意後見監督人選任申立に
も影響していますか？



A

任意後見監督人選任の審判手続きにおいては、類型の選択をする必要がないの
で判断能力の程度は問われませんので、その面では、診断書の改定及び本人情
報シートの導入について影響はありません。

Q

本人情報シートの作成に、中核機関等の職員が関わる可能性があるということで
すか？

A

本人情報シートは任意後見監督人選任時の本人の状況を示す資料であり、スター
ト時の事務の検証とその後の事務方針を見直すなどの際に有効に活用できること
は作成者として関わる範囲とともに法定後見の場合と同様に考えられます。



Ｑ

法定後見から任意後見にうつることもあるということでしょうか？

Ａ

Ｓ21～22の講義の中で説明しています。

Ｑ

③の障碍事由は、任意後見受任者にこのような事実があるときは任意後見監督人
の選任はしない（つまり任意後見契約の効力は生じさせない）ということですが、例
えば任意後見監督人選任後に任意後見人が「b 家庭裁判所で免ぜられた法定代

理人、保佐人又は補助人」に該当する事実が発生した場合はどうなるのですか。

Ａ

任意後見契約法において、任意後見人の欠格事由に関する規定は存在しません。
あくまでも任意後見契約法４条但し書きは任意後見監督人選任の障碍事由なので
、契約の効力発生後には直接影響しません。

ただし、③のｂｄｅに該当する事実があった場合、それがｆに該当する場合は任意後
見人の解任事由に当たりますので、所定の手続きにより解任される可能性があり
ます。なおｃの任意後見人が破産開始決定を受けた場合は、民法１１１条（代理権
消滅事由）及び６５３条（委任終了事由）に該当し、任意後見契約は終了します。



Ｑ

③急迫な事情がある場合に、任意後見人の代理権の範囲内において、必要な処
分をする、とは具体的にどのようなことですか？

Ａ

③「急迫な事情」とは、病気やケガなど何らかの事情で任意後見人が事務を遂行で
きない状況で、迅速に対応しないと本人に不利益が生じるおそれのある事務があ
る状態のことです。

「必要な処分」の具体例としては、消滅時効の中断、債務者の差押え、倒壊の危険
のある家屋の修繕等が挙げられます。

Q

④任意後見人と本人の利益が相反する行為とは、具体的にどのような行為があり
ますか？

Ａ

④例えば、本人が母親、任意後見人が長男で、本人の夫（長男の父）に相続が開
始して、本人と長男との間で遺産分割協議をする場合が考えられます。



Q

善管注意義務について、応用研修ではありますが、解説をお願いします。

A

「善管注意義務」は、委任の規定を準用しており、読み替えると、任意後見監督人
は、任意後見制度の本来の趣旨に従い、善良な管理者としての注意をもって、任
意後見監督事務を処理する義務を負う、ということになります。本人及び第三者に
対して負うことになります。

Q

任意後見監督人の報酬のめやすというのは、ありますか？

A

東京家庭裁判所における「報酬のめやす」では、成年後見監督人の報酬のめやす
が示され、その中で「なお、保佐監督人、補助監督人、任意後見監督人も同様です
。」とされています。





Ｑ

権利擁護センター等が、任意後見契約の解除に関わることも考えられますか？

その際、どのようなことに注意したらよいでしょうか？

Ａ

中核機関が任意後見契約の解除に関与する場面には、本人から解除したいがど
のように手続きをすればよいかといった相談を受ける場合のほか、中核機関として
任意後見受任者に問題行為等の情報に接した場合に本人にその旨の情報提供し
た際に、本人から解除することの相談を受ける場面が考えられます。

後者については、問題行為等について事実として確認できる場合とそうでない場合
もあり得ますが、中核機関としては権利擁護の観点から本人に不利益が生じる恐
れがある場合には積極的に関与する必要があります。いずれにしても本人が最終
的に判断すべきでしょう。



Q

その親族とは、どの範囲までになりますか？

Ａ

民法７２５条により、親族とは「６親等内の血族」「配偶者」「３親等内の姻族」と規定
されています。

「血族」とは、血縁関係にある人（祖父母、両親、兄弟姉妹、子、孫等）のほか、養子
縁組による法定血族も含まれます。

「姻族」とは、婚姻による親族、例えば配偶者の両親や兄弟姉妹、それと血族の配
偶者です。







Ｑ

①必要な代理権は後で追加できないのですか。

Ａ

①新たな代理権の追加は、追加する代理権について新たに任意後見契約をする
か、または、既存の契約を解除して、追加する代理権と既存の代理権を併せた任
意後見契約を新たに締結しなおすか、いずれかの方法により可能です。しかし、任
意後見契約締結には意思能力が必要ですので、判断能力低下後は新たな契約は
締結が困難となる場合がありますのでご注意ください。



Q

濫用事例とは、具体的にどのようなものがありますか？

中核機関が相談を受けていく上で、特に注意すべき点があれば、教えて下さい。

Ａ

移行型の濫用事例として代表的なものは、判断能力が低下しても任意後見監督人
選任申立てをせず、財産管理等委任契約で財産管理をして、監督者がいないこと
を奇禍として、横領等の不正行為をする事例です。

そのほか、本人の死亡後に任意後見受任者又はその関係する団体へ遺贈する旨
の遺言書を作成させる行為にも注意が必要です。





Q

このような登記は、誰がどのようにするのですか？

中核機関や権利擁護センターが関わる可能性がありますか？

Ａ

公証人や家庭裁判所から嘱託登記されるもの以外は、本人、任意後見人（任意後
見受任者）任意後見監督人等は、登記する義務があります。

そのほか、本人の親族その他の利害関係人も登記することができます。

特に親族後見人等はこれらの登記をしなければならいことを知らない可能性が高
いため、中核機関や権利擁護センターはその有無を確認して促すことが考えられ
ます。



Q

権利擁護センターに「後見人」を名乗る人が登場したけれど、どうしたらよいですか
？」という相談を、ケアマネジャーさん等の事業者さんから受けることがありますが
、そういう場合は「登記事項証明書を見せて下さい」といえば、いいんですよね？

そして、それが、任意後見契約の場合だと、任意後見契約が発効されているかどう
かは、任意後見監督人の欄があるかどうかをみるということになりますか？

Ａ

後見人を名乗る人物が任意後見人又は任意後見受任者であるかどうかは登記事
項証明書で確認できます。

その場合、任意後見監督人選任審判がなされて任意後見契約の効力が生じてい
るか否か、は任意後見監督人の登記があるか否かで確認できます。

Q

すでに判断能力の低下があるのに発効させてないという場合には、どのような対応
をとればいいですか？

A

すでに本人が判断能力が低下しているにもかかわらず未だ任意後見監督人選任
の登記がなされていない場合は、任意後見受任者が今後の本人支援の方針として



、任意後見監督人選任申立てのを行う予定があるかどうかを確認することが考え
られます。ただ、審判の要件として任意後見契約の効力を生じさせることの「本人
の同意」が必要ですので、場合によっては、中核機関として本人の生活状況を確認
して本人の意向を確認する必要があるかもしれません。また、任意後見受任者が
任意後見監督人選任申立てを行う意向が確認できない場合は、本人の支援が不
安定な状態となりかねないので、後見等開始申立てを行うことも視野に検討するこ
とになります。

Q

「後見人」と名乗る人が、あきらかに本人にとってよくない行為・・・例えば本人を怒
鳴る等の行為を繰り返すという場合には、どのような対応をとることが考えられます
か？

A

任意後見受任者が本人に対して怒鳴る等支援の在り方として疑問が生じた場合は
、情報を収集して正確な本人の状況を調査する必要があります。そのうえで、任意
後見契約による支援ではなく、別途後見等開始申立てをすることも選択肢の一つと
判断した場合は、「本人の利益のため特に必要であると認めるとき」に該当するか
、緊急性があるか、誰が申立人となるか等について検討することになります。

Q

よく、任意後見契約は、発効されていないということが話題になりますが、何か理由
があるのでしょうか？

A

任意後見契約の本人が判断能力が低下しているにもかかわらず任意後見監督人
選任の申立てをしていない理由としては、任意後見受任者の申立て懈怠のほか、
本人が未だその効力を生じさせる時期ではないとしていること、また、任意後見受
任者が本人と信頼関係を構築できていない等を理由に任意後見制度での本人支
援が難しいと判断していることが考えられます。

Q

発効させることが、本人にとってメリットになると考えれば良いのですか？

監督人が選任されることのメリットは何ですか？

A

任意後見契約の効力が生じた場合、本人にとって任意後見人の報酬のほか任意
後見監督人の報酬の支払負担も生じます。

しかし、そもそもそれは任意後見契約を締結する際の検討で本人も承知していたも



のと考えられ、そのうえで判断能力が低下した後の老後の生活について準備して
いたはずです。

判断能力の低下が生じたときに、報酬負担のみを理由に任意後見監督人選任申
立てをしないということは、本人にとっての財産管理や身上保護の観点から不安定
な状況を長引かせることになりますので、当初準備した本人の生活支援ができな
いことになり、生活上のリスクを抱えることになります。










